
販売パートナー規約 

本規約は、株式会社ビエスト化粧品（以下「甲」という）が提供する販売パートナー制度の利用条

件を定めるものです。本規約に同意し、本制度を利用する法人または個人（以下「乙」という）は、

甲の「販売パートナー」として、本規約に従うものとします。 

第１条（本規約の適用、利用登録および目的） 

1.​ 本規約は、甲と乙との間の本サービスの利用に関する一切の関係に適用されます。 
2.​ 乙は、本規約の内容を承諾のうえ、甲が定める方法により利用登録の申込みを行うもの

とし、甲がこれを承諾し、その旨を乙に通知した時点をもって、本規約に基づく利用契約

が成立するものとします。 
3.​ 甲は、甲が製造する商品（以下「本件商品」という。）の販売仲介業務を乙に委託し、乙は

これを承諾します。 

第２条（仲介の方法） 

1.​ 販売仲介の方法は、乙が本件商品について買主に情報提供および紹介を行い、売買や
代金の受領は甲が直接行う形で実施するものとします。 

2.​ 乙は、甲が販売する本件商品について、買主に対して情報提供および紹介を行うものと
し、買主は甲が指定するインターネットサイト（以下「指定サイト」という）またはシステムを

通じて本件商品を購入するものとします。 
3.​ 甲および乙は、どの買主が乙の紹介による購入であるかを判別できる方法を用いるもの

とします。 
4.​ 本件商品は、甲が契約の買主に対して直接交付します。また、本件商品の売買代金に

関しても、甲が直接契約の買主から受領するものとします。 

第３条（利用契約の期間） 

1.​ 本サービスに関する利用契約は、第1条第2項に基づき契約が成立した日をもって効力を
生じるものとします。 

2.​ 本利用契約の期間は、契約成立日から1年間とします。ただし、期間満了の3か月前まで
に甲乙いずれからも本利用契約の解約の申出がない場合は、本規約と同一条件で更に

1年間継続するものとし、以後も同様とします。 

第４条（費用負担） 

本件商品の販売の仲介業務に要する一切の費用は、乙の負担とします。ただし、契約書の作

成、物品送付等契約履行に要する一切の費用は、甲の負担とします。 

第５条（手数料） 

1.​ 甲が乙に対して支払う手数料は、甲と買主の契約時に発生するものとし、商品定価の40
％を上限とします。 

2.​ 甲は前項の手数料を、毎月末日を締日とし、翌月末日までに、乙が指定する銀行口座へ
振込む方法で支払います。なお、振込手数料は甲の負担とします。 

3.​ その他の手数料に関しては、甲乙が協議の上、別途、定めるものとします。 



第６条（再委託の禁止） 

乙は、甲の書面による事前の承諾がない限り、本規約に基づく仲介業務を第三者に再委託して

はなりません。 

第７条（本利用契約の解除） 

甲または乙は、相手方が次の各号の一に該当したときは、何らの通知催告を要せず、直ちに本

利用契約の全部または一部を解除することができるものとします。 

(1) 本規約に基づく債務を履行せず、又は本規約の定めの１つにでも違反したとき (2) 支払の停
止又は破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立て

があったとき (3) 合併によらず解散したとき (4) 差押え、仮差押え、仮処分、強制執行若しくは任
意競売の申立て、又は租税等の滞納処分を受けたとき (5) 手形交換所の取引停止処分を受け
たとき (6) その他財産状態が悪化し、又はそのおそれがあると認められる相当の事由があるとき 

第８条（反社会的勢力の排除） 

1.​ 甲及び乙は、それぞれ他方当事者に対し、反社会的勢力の排除に関する以下の各号の
事項を確約します。 ​
(1) 自らもしくは自らの子会社が、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ず
る者またはその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと​
(2) 自らもしくは自らの子会社の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら
に準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと ​
(3) 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本利用契約を締結するものでないこと (4) 
甲及び乙による本利用契約の履行のいずれもが終了するまでの間に、自らまたは第三

者を利用して、本利用契約に関して次の行為をしないこと ① 他方当事者に対する脅迫
的な言動又は暴力を用いる行為 ② 偽計または威力を用いて他方当事者の業務を妨害
し、または信用を毀損する行為​
(5) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していないこと​
(6) 反社会的勢力に対して資金の提供等の利益の供与または便宜を供与するなどの関
与をしていないこと 

2.​ 甲または乙の一方について、前項各号のいずれかに該当した場合には、他方当事者は
何らの催告を要せずして、本利用契約を解除することができます。 

第９条（損害賠償） 

甲又は乙は、本規約違反もしくは、第８条及び前条に基づく解除により損害を被ったときは、相手

方にその損害の賠償を求めることができます。 

第１０条（通知方法） 

1.​ 本規約または本サービスに関する甲から乙への通知は、乙が甲に登録した電子メール
アドレスへの送信、または甲のWebサイト上の適宜の場所への掲示をもって行うものとし
ます。 

2.​ 前項の通知を電子メールで行う場合、甲が電子メールを送信した時点をもって乙に到達
したものとみなします。 



第１１条（規約の変更） 

1.​ 甲は、乙の承諾を得ることなく、本規約を変更できるものとします。 
2.​ 甲は、前項に基づき本規約を変更する場合、変更後の規約の効力発生時期および変更

内容を、事前に甲のWebサイト上での掲示または電子メール等による通知により乙に周
知するものとします。 

3.​ 乙は、前項の通知後に本サービスを利用した場合、または甲の定める期間内に異議を
述べなかった場合、当該変更に同意したものとみなされます。 

第１２条（協議事項） 

本規約に定めのない事項および疑義が生じた事項については、甲乙協議のうえ決定します。 

第１３条（管轄裁判所） 

本規約に関して訴訟の必要が生じた場合には、甲の本社所在地を管轄する地方裁判所を専属

的合意管轄裁判所とするものとします。 

 

2025年11月25日　制定 
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